
第１節 子どもを取り巻く有害環境対策の推進

【現状と課題】5-1

○ 情報化社会の著しい進展により、子どもたちの健全育成を阻害する性や暴

力等に関する過激な情報が氾濫し、また、近年のスマートフォンの急激な

普及等に伴い、アプリケーションソフトウェアやＳＮＳ（ソーシャルネッ

トワーキングサービス）、オンラインゲーム等の利用を通じて、長時間利用

によるネット依存、ネットいじめやネット詐欺により犯罪に巻き込まれる

ケース等が社会問題となっています。

○ 有害な情報やインターネットを利用したいじめや犯罪等から子どもたちを

守るためには、関係機関・団体、ＰＴＡ、地域住民が連携・協力を進めて

いくことが重要です。特に、子どもたちの情報モラルやネットマナーにつ

いては、学校だけでなく家庭とも連携しながら、その向上を図る必要があ

ります。

【具体的施策】5-1

○ 青少年を取り巻く有害環境の浄化対策については、１８歳未満の少年に対

する有害図書類の販売の制限、立入調査の実施による区分陳列の徹底を進

めます。

（こども未来課）

○ 少年保護育成関係機関等と連携し、各販売店やビデオレンタル店等に対す

る立入り、指導を行うとともに、長崎県少年保護育成条例に基づく、少年

に対する有害図書類の貸出し・販売事犯等の指導取締り、出会い系サイト

やＳＮＳに係る児童買春・児童ポルノ事犯等各種違反の取締りを更に積極

的に行います。

（警察本部少年課）

○ インターネット上の有害情報などから子どもを守るため、携帯電話販売業

者をはじめとする関係業界等と連携し、フィルタリングの普及やインター

ネット利用のルールづくりなど、メディアとの正しい付き合い方について

広報啓発を推進します。

（こども未来課、警察本部少年課）

○ インターネットを利用したいじめや犯罪等から子どもたちを守るため、Ｓ

ＮＳやブログ・プロフサイトなどを監視する「ネットパトロール」を学校

やPTA等地域で実施していただく手法を講習します。

（こども未来課）

第５章 安全・安心な子育ての環境づくり
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○ 情報モラル教育教材「ＳＮＳノート・ながさき」を活用しながら、道徳の

時間をはじめ各教科等の時間、ホームルームの時間などに情報モラル教育

を実施し、児童生徒の適切な情報モラルの醸成に努め、外部講師を活用す

るなどしてネットトラブルから身を守る知識や技術を身につけさせるとと

もに、違法行為をしないという強い意志や心身ともに健康な生活への意識

を育てます。また、具体的な事案を例示するなど、児童生徒が主体となっ

て取り組む機会を設けていきます。さらに、家庭における携帯電話のルー

ルづくりを通して保護者が責任を持って児童生徒を指導するよう働きかけ

ていきます。

（高校教育課）

○ メディア安全指導員を学校やＰＴＡなどに派遣し、インターネット、メデ

ィアとの関わり方に関する指導・啓発を行います。

（こども未来課）

○ 保護者に対し、インターネットや携帯電話等の危険性や家庭でのルールづ

くり等、指導の必要性について啓発します。

（高校教育課）

【数値目標】5-1

数 値 目 標
基 準 値 目 標 値

年度 年度

携帯電話所持の児童・生徒の

フィルタリング利用率
H30 65.7% R6 80%
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第２節 子ども等の安全の確保

１ 子どもの交通安全を確保するための活動の推進

【現状と課題】5-2-1

○ 子どもを交通事故から守るため、市町、保育所、学校等との連携や協力体

制の強化を図り、総合的な交通事故防止対策を推進することが必要です。

そのために、子どもや子育てを行う親等を対象とした参加・体験・実践型

の交通安全教育を強力に推進する必要があります。

○ 「子どもの安全は親が守る。」との認識を向上させ、全ての座席のシートベ

ルトとチャイルドシートの正しい着用の徹底が重要です。

○ 自転車事故を防止するために、子どもの自転車乗車時の乗車用ヘルメット

の着用を推進するとともに、自転車利用者に対する交通ルールの遵守徹底

の広報キャンペーンや自転車教室を積極的に開催して、自転車の安全利用

の推進を図る必要があります。

【具体的施策】5-2-1

○ 交通安全教育施設である長崎交通公園が、交通ルールやマナーを楽しみな

がら学べる場として、より多くの子ども等に活用されるよう、県民への広

報を実施します。

（交通・地域安全課）

○ 交通安全教育等を実施している交通安全指導員を育成し、交通安全母の会

への活動支援、市町交通指導員ブロック研修会の開催など、交通安全指導

力の一層の向上に努めます。

（交通・地域安全課）

○ 市町や教育庁を通じて県内の小・中・高・特別支援学校から交通安全図画・

作文を募集し、優秀作品は長崎県交通安全推進県民協議会で表彰するほか、

展示や四季の交通安全ポスターに採用して交通安全の啓発に活用します。

（交通・地域安全課）

○ 定期的に通学路の安全点検を実施し、ＰＴＡや地域ボランティア、警察等

の関係機関と連携した見守り体制を強化するとともに、通学路安全マップ

の作成等、児童生徒に危険箇所を具体的に把握させることにより、交通事

故や不審者から守ります。                        

（高校教育課）
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○ 子どもを交通事故から守るため、市町、保育所、学校等との連携や協力体

制の強化を図り、子どもや子育てを行う親等を対象とした参加・体験・実

践型の交通安全教育の推進に努めます。

（警察本部交通企画課）

○ 県営バスで毎年実施している全国バスの日の記念行事のひとつに、「交通安

全教室」を定例的に行うこととし、対象となる幼稚園・保育園を拡大しま

す。

（交通局運輸課）

○ 関係機関・団体と連携し、各種講習・交通安全運動等のあらゆる機会を通

じて「全ての座席のシートベルトとチャイルドシートの正しい着用の徹底」

を普及し、着用効果の啓発など着用普及の推進を積極的に行います。

（交通・地域安全課）

○ 関係機関・団体と連携して、児童・生徒等に対する自転車教室を開催し自

転車の安全通行ルールを学ばせるなど、自転車安全教育を充実させ、自転

車の安全利用を推進します。

（交通・地域安全課）

○ 子どもの自転車乗車時の乗車用ヘルメットの着用を推進するとともに、自

転車利用者に対する交通ルールの遵守徹底のための広報キャンペーンや自

転車教室を積極的に開催して、自転車の安全利用の推進に努めます。

（警察本部交通企画課）

○ 小中学校の通学路にある危険ブロック塀等が災害時に倒壊するのを未然に

防止するため、市町と連携し、除却を行う者への支援を行います。

（住宅課）

２ 子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進

（１）安全情報の提供の推進

【現状と課題】5-2-2-(1)

○ 年々、県内における刑法犯認知件数は減少しているものの、県内外の通学

路等において子どもが犯罪の被害者となる凶悪犯罪が発生している状況に

あることから、子ども対象の事件の前兆とみられる声掛け事案、つきまと

い事案等を認知した段階で、タイムリーに情報を発信し、県民の被害防止

意識及び自主防犯意識の高揚に努める必要があります。

○ 消費者を取り巻く環境は、経済社会の多様化等に伴い、クレジットなどの

信用取引の増加、ネットショッピング等の無店舗販売の増加、スマートフ
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ォンの普及などに伴い若年者をターゲットにしたトラブルも後を絶たない

状況となっています。消費者被害の未然防止には、生活者としての知識等

の習得が必要です。また、将来、自立した賢い消費者となるためには、高

等学校や大学等において消費生活に関する知識を提供することが不可欠で

す。

【具体的施策】5-2-2-(1)

○ 小、中、高校や教育委員会等と構築している「ファックスネットワーク」、

自治体、企業等とインターネットで構築している「もってこいネットワー

ク通信」、携帯電話等へメール配信している「安心メール・キャッチくん」

のほか、県警ホームページや生活安全ニュースなど各種広報媒体を活用し、

迅速な安全情報の発信・提供に努めます。また、「安心メール・キャッチく

ん」の登録者の拡大を図ることにより、地域住民の自主防犯意識の高揚及

び浸透に努めます。

（警察本部生活安全企画課）

○ 長崎県消費者基本計画に基づき、高等学校や大学等が実施する講座などに

講師を派遣します。また、市町と連携した中学校の講師派遣などにも取り

組みます。

（食品安全・消費生活課）

（２）関係機関・団体等と連携したパトロール活動の推進

【現状と課題】5-2-2-(2)

○ 発生状況等を県民に知らせて自主防犯意識の高揚を図るとともに、発生時

間帯、発生場所等を踏まえた通学路等における見守り活動を地域の防犯ボ

ランティア等と相互に連携して取り組むとともに、見守りの担い手の裾野

を広げる必要があります。

【具体的施策】5-2-2-(2)

○ あいさつ・声掛け運動の拡大をはじめ、非行防止・健全育成の全国強調月

間（7月、11月）における啓発活動を実施し、併せて街頭補導の充実に努

めます。

（こども未来課）

○ 子どもを犯罪から守るための活動として、防犯ボランティア、少年警察ボ

ランティア、子ども110番の家等との緊密な情報交換や合同パトロールの

実施及び日常生活や事業活動を行いながら、防犯の視点を持って見守りを

行う「ながら見守り」の推進により、通学路等における効果的な見守り活

動ができるように支援を行います。

（警察本部生活安全企画課）
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○ 地域住民、関係機関・団体と連携し、学校周辺、通学路及び遊び場周辺等

での地域安全パトロール、点検活動等、地域の実情に即したきめ細かな活

動を行います。

（警察本部少年課）

○ 学校、家庭、地域との連携強化に努めるとともに、学校警察連絡協議会等

の活用により地域の警察と学校の連携を一層充実します。また、子ども

110番の家や「地域安全マップ」等を活用し、児童生徒の防犯意識の向上

に努めます。

（高校教育課、警察本部少年課）

○ 地域ぐるみで学校の安全体制の整備を図るため、各学校による通学路の安

全点検を行うとともに、教職員対象の学校安全教室推進研修会を開催し、

教職員の資質向上に努めます。

【5-2-2-(2)、5-2-2-(3)掲載】（高校教育課）

○ 自主防犯活動を行うボランティア等の拡大を図るとともに、これらの活動

について必要な支援を行います。

（交通・地域安全課）

（３）防犯講習の推進

【現状と課題】5-2-2-(3)

○ 子ども対象の犯罪は、行為者が甘い言葉や暴行・脅迫を用いるなどの様々

な手口があり、被害実態を踏まえて、学校においては「不審者対応避難訓

練」、地域においては「自治会等への防犯講話」を随時実施していく必要が

あります。

【具体的施策】5-2-2-(3)

○ 地域ぐるみで学校の安全体制の整備を図るため、各学校による通学路の安

全点検を行うとともに、教職員対象の学校安全教室推進研修会を開催し、

教職員の資質向上に努めます。

【5-2-2-(2)、5-2-2-(3)掲載】（高校教育課）

○ 防犯ボランティア等と連携の上、県民のニーズに応じた効果的な防犯講習

会等を開催します。

（交通・地域安全課）

○ 子どもに危険予測・回避能力を身に付けさせるため、防犯ボランティア等

との連携による参加体験型の防犯訓練や防犯教室を開催するとともに、学
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校における不審者への対応要領の習得を目的とした参加体験型の「不審者

対応避難訓練」を実施します。

（警察本部生活安全企画課）

（４）自殺対策の推進

【現状と課題】5-2-2-(4)

○ 警察統計によれば、本県における 39 歳以下の子ども・若者による自殺者

は全体の約2 割を占めており、全国的にも問題となっているいじめやいじ

めによる自殺は本県においても対応しなければならない喫緊の課題となっ

ています。そのため、子ども・若者の自殺を防ぐ体制の充実を図ることが

必要です。

【具体的施策】5-2-2-(4)

○ 民間団体を含む関係機関・団体と連携・協力し、普及啓発の強化、各関係

機関における相談支援技術の向上及び体制強化、関係機関の連携体制の強

化を取組の柱として、総合的な自殺対策に取り組みます。

（障害福祉課）

○ 全ての教育活動を通じて道徳教育を推進し、命のつながりや家族の絆に対

する意識を高め、全ての人間や命あるものを尊重し、大切にしようとする

心を育みます。

（高校教育課）

○ 不登校やいじめなど、児童生徒が抱える心の問題や発達上の課題等への対

応を適切に行うため、状況に応じて学校にスクールカウンセラーを適切に

配置するとともに、スクールカウンセラー未配置校には、臨床心理士など

を派遣します。さらに、スクールソーシャルワーカーの配置や、「２４時間

子供ＳＯＳダイヤル（親子ホットライン）」、「メール相談」、SNS相談など、

教育相談体制の充実に引き続き取り組みます。また、「カウンセリングリー

ダー養成研修」等の実施により教職員の教育相談に関する資質の向上に努

め、教職員とスクールカウンセラー等の一層の連携を図ります。

【4-1-1、5-2-2-(4)掲載】（高校教育課）

３ 被害を受けた子どもへの支援

【現状と課題】5-2-3

○ 事件・事故等の被害に遭った児童生徒については、きめ細かな心のケアが

求められています。
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○ 少年の被害問題について、県警では、被害者支援連絡協議会をはじめ、少

年サポートセンターの職員と県内に２名配置している被害少年カウンセリ

ングアドバイザーがその対応をしています。しかし、少年の被害問題は、

多角的にきめ細かな対応が求められており、警察だけでは十分な対応は困

難な状況にあります。このようなことから、関係機関・団体との連携を更

に強化していく必要があります。

【具体的施策】5-2-3

○ 学校内外で、危機的な事件・事故等が発生した場合、教育委員会や学校か

らの要請に基づき、こころのケアを行う専門家チームを派遣し、2 次被害

の防止とこころの応急処置を行います。

（障害福祉課）

○ 犯罪被害等を受けた児童生徒及びその保護者等を支援するため、スクール

カウンセラーを派遣するほか、適切な対応ができるよう教職員を対象とし

たカウンセリングリーダー養成研修会を実施します。

（高校教育課）

○ 被害者支援連絡協議会（被害少年分科会）を通じて関係機関・団体との連

携を強化し、複雑、多様化する少年被害問題に対し、多角的にきめ細やか

な支援を行うとともに、少年サポートセンターの少年補導職員によるカウ

ンセリングの実施、相談の充実強化・継続的支援活動、「被害少年カウンセ

リングアドバイザー制度」を活用した積極的な支援活動を推進します。

（警察本部少年課）
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第３節 子育てを支援する生活環境の整備

１ 良質な住宅の確保

【現状と課題】5-3-1

○ 県営住宅の入居希望者については、一般世帯同様に子育て世帯も多いこと

から、地域的なバランスを考慮しながら子育て世帯向け住宅の募集の検討

が必要です。

【具体的施策】5-3-1

○ 県営住宅の定期募集の際、多子家庭向けの優先入居枠を設けます。また、

小児慢性特定疾患の患者を看護している方（小児慢性看護世帯）で、一定

の要件を満たしている場合には、優先入居を行います。

（住宅課）

○ 保育所、幼稚園、小学校及び中学校の立地状況やその他交通の利便性など、

子育てに適した良好な周辺環境を有する県営住宅について、空き住戸や建

替団地の住戸を子育て用住宅として指定し、一定の入居資格を有する子育

て世帯の入居を促進します。

（住宅課）

２ 良質な居住環境の確保

【現状と課題】5-3-2

○ 人口や世帯の減少が見込まれる今後の状況や、民間賃貸住宅を含む空き家

の増加を踏まえ、これまでのように公共団体が直接建設する子育て世帯向

け住宅の供給では限界があるため、今後は民間住宅市場を活用した幅広い

支援が必要です。

【具体的施策】5-3-2

○ 民間の不動産団体や社会福祉協議会及び市町でつくる長崎県居住支援協議

会を通して、民間住宅市場を活用した子育て世帯等向けの情報提供を図り、

支援を行います。

（住宅課）

○ 安心して子育てができるよう、市町と共に、多子世帯や新たに３世代（親、

子、孫など）で同居・近居するために中古住宅の取得や改修する方への支

援を行います 。

（住宅課）
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３ 安全な道路交通環境の整備

【現状と課題】5-3-3

○ 道路利用者の安全・安心の確保に加え、昨今の厳しい財政状況の中におい

て、限られた財源の有効性を高めるためには、公共事業の「選択」と「集

中」は避けられない問題となっており、住民のニーズに応えるための重点

化やより一層のコスト縮減が課題となっています。

○ 全国的に通学路における重大事故が発生したことを契機に、特に通学児童

の交通事故を防ぐため、通学路をはじめとした生活道路における交通安全

対策の必要性が高まっています。

【具体的施策】5-3-3

○ 「長崎県高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に係る道路の構造に関

する基準を定める条例」に基づいた歩道整備、重点整備地区内の駅やター

ミナルと官公庁や福祉施設などを結ぶ道路の車道と歩道を分離、歩行者、

自転車及び自動車が適切に分離された自転車通行空間の整備など、安全な

道路交通環境の整備に取り組みます。

（道路建設課、道路維持課）

○ 幹線道路の整備推進により自動車交通を整流化し、生活道路への通過交通

車両の進入を排除することで、安全な道路環境の確保に努めます。

（道路建設課）

○ 各市町の通学路安全対策推進協議会において策定した通学路交通安全プロ

グラムに基づき、教育委員会、各小学校、警察署等と連携した通学路の合

同点検を実施し、計画的かつ継続的に通学路の交通安全対策を実施します。

（道路維持課）

○ 未就学児が日常的に集団で移動する経路等の緊急合同点検を、施設管理者、

市町こども関係課、警察署等と行い、対策が必要とされた箇所の交通安全

対策を実施します。

（道路維持課）

○ 生活道路対策エリアにおいてビッグデータを用いた分析を実施し、自動車

の速度抑制、通過抑制、歩行空間の確保など歩行者・自転車優先の道路づ

くりを実施します。

（道路維持課）
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４ 安心して外出できる環境の整備

（１）公共施設、公共交通機関、建築物等のバリアフリー化

【現状と課題】5-3-4-(1)

○ 「長崎県福祉のまちづくり条例」に基づき、不特定多数の方々が利用する

一定規模以上の建物を新築、増改築する場合には、手すりやスロープの設

置など条例に定める整備基準を満たすよう義務づけています。また、県所

有（管理）施設のバリアフリー化は推進すべき事業であり、予算や各施設

の整備計画等の制約の中で、関係課と連携して今後とも推進する必要があ

ります。

○ 道路利用者のバリアフリー化に対するニーズはますます高まっています。

【具体的施策】5-3-4-(1)

○ 既存施設のバリアフリー化が進むように普及啓発に努めるとともに、既存

の県有（県管理）施設については、条例に定める整備基準を満たすように

早期の改修に努めます。

（福祉保健課、管財課、住宅課、教育環境整備課ほか）

○ 今後とも、「長崎県福祉のまちづくり条例」に定められた、一定規模・用途

の建築物について、建築時等のバリアフリーの整備基準に基づき、届出の

審査及び指導を行います。

（建築課）

○ 特定旅客施設、官公庁施設、福祉施設等を結ぶ経路を、交通事業者、道路

管理者、警察等の関係機関と協議し、重点整備地区に定められたものにつ

いては、バリアフリー化を推進します。また、重点整備地区以外の地区に

おいても、各地域のバリアフリー基本構想等に沿った整備の推進を目指し

ます。

（都市政策課、道路建設課）

○ 歩道整備にあたって有効幅員の確保、段差・勾配の解消、視覚障害者誘導

ブロックの整備、電線類地中化事業による歩道の無電柱化等により、安心

して外出できる環境整備に取り組みます。

（道路建設課、道路維持課）

○ 長崎県高齢者、障害者等の移動等の円滑化の推進に係る道路の構造に関す

る基準を定める条例に基づき、バリアフリー化推進に取組みます。

（道路維持課）
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（２）子育て世帯にやさしい施設等の整備

【現状と課題】5-3-4-(2)

○ 少子高齢化・男女共同参画等と社会情勢が変化する中で、ユニバーサルデ

ザインの導入が福祉のまちづくりに求められており、誰もが使いやすいト

イレの設置等安心して社会参加できる生活環境の整備は今後も重視される

べき事項です。

○ 商店街は地域コミュニティの場としての役割が期待されており、増加傾向

にある空き店舗の活用策のひとつとして子育て支援につながる施設の設

置・運営の取り組みが求められます。

【具体的施策】5-3-4-(2)

○ 長崎県福祉のまちづくり条例に基づくバリアフリー化施設数を増加させる

ことにより、妊婦の方など誰もが使いやすいトイレの設置等を推進します。

（福祉保健課、管財課、住宅課、教育環境整備課ほか）

○ 商店街の空き店舗等を活用した、保育施設や親子交流施設等のコミュニテ

ィ施設を設置・運営する取り組みを推進します。

（経営支援課）

（３）子育て世帯への情報提供

【現状と課題】5-3-4-(3)

○ 平成 18年 6月に成立した「高齢者・障害者の移動等の円滑化の促進に関

する法律」により積極的なバリアフリー化の推進が求められており、子育

て世帯を含む利用者へのバリアフリー施設整備の情報提供が必要です。

【具体的施策】5-3-4-(3)

○ 長崎県福祉のまちづくり条例の整備基準に適合していることを示す「適合

証」の交付事業所は、毎年増えていることから、妊産婦などの方々に安心

して外出していただけるよう、バリアフリー施設の情報発信に努めます。

（福祉保健課）

○ これまでも、交通事業者に、ホームページや時刻表へのバリアフリー施設

整備の情報掲載を促しておりますが、よりわかりやすく利用しやすい情報

提供について、引き続き交通事業者への協力を要請します。

（新幹線・総合交通対策課）
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○ これまで、ＮＰＯ法人ユニバーサルサポートへの支援を通じてユニバーサ

ルツーリズムのＷＥＢサイト「長崎県バリアフリー観光」を構築してきま

した。県内外の子育て家庭を含む多くの方々に長崎県での安心した旅を楽

しんでいただけるよう、今後とも、この環境整備と情報発信に努めます。

観光振興課）

５ 安全・安心まちづくりの推進

【現状と課題】5-3-5

○ 街路整備において、安全・安心な社会の確立に向け、地域との協働による

利用者にとって最適な施設整備が求められています。

○ 既存団地の建替や住戸改善工事に伴い、防犯に配慮した共同住宅に係る設

計指針・解説に基づき、防犯性能の高い公共住宅の整備を進めてきたとこ

ろですが、未対応の団地について防犯性の向上化対応が課題となっていま

す。

○ 防犯性能の高い住宅の普及及び犯罪の発生しにくい住宅環境づくりに努め

る必要があります。

【具体的施策】5-3-5

○ 街路計画の段階から地域住民の方々の意見が反映できるよう説明会等を行

い、利用しやすい道路の構造を目指します。

（都市政策課、道路建設課）

○ 分かりやすい案内標識、透水性舗装での施工や排水溝の蓋など滑りにくい

材料を選定した歩道の水たまりの対策など、安全・安心なまちづくりに取

り組みます。

（都市政策課、道路維持課）

○ 通学路などについては、必要に応じて、歩道照明施設の設置や、車道照明

に歩道用を共架するなど、防犯性を意識した対策を地域と一体となり進め

ることで、安全・安心のまちづくりに取り組みます。

（道路維持課）

○ 都市公園が犯罪行為の場所とならないよう、施設計画や管理面での十分な

配慮を継続して行います。

（道路維持課）

○ 既存団地の建替や改善工事により、防犯に配慮した共同住宅に係る設計指

針・解説に基づき、周囲からの見通しを確保した敷地内の配置計画、動線

計画を行い、玄関ドアに防犯性能の高いカギの採用、外部からの見通しの

できる開口部のあるエレベーターの採用等防犯性能の高い公共住宅の整備
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に努めます。

（住宅課、営繕課）

○ 引き続き、関係機関・団体と連携して防犯診断及び防犯キャンペーンを実

施するとともに、各種防犯教室等を開催して住宅や駐車場等の防犯対策の

推進や防犯性能の高い建物部品などの普及広報に努めます。

（交通・地域安全課、警察本部生活安全企画課）
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